









































































｢公正な裁判を,受ける権利｣は人権概念のrJTで Iu普遍件 を有するものであ T).国際 人権 文
書で広 く認められているO例えばIu二界入植宣了了10条では,｢すべての者は,その権利及び義
務ならびに刑事上の罪の決定のため,独 ､Lのかつ公平な裁判所による公IIな'公開審理 を完
全に平等に受ける権利を有する｣ と述べ られている｡ さらに,国際 自由権規約14条をは じ
め とLて,米州 人権宣言18条.26条6)や米州人権条約 8条7),ア7)カ人権憲章 7条8)がいず
れ も ｢公止 な裁判を受ける権利｣を規に Lて1,川 ,これらの条文 と矧 比の規定か欧州 人権
条約 6条 1項に設けられている9)o このように ｢公正な裁判を受ける権利｣が 屯要祝される
理由は,実体的な人権規定を手続的に保障する瓜 こ見出されるOすなわち, 人権 をは じめ
とする諸権利は 手続的保障があってはじめて実現可能な権利 としての内実 を備えるため,
法的権利は ｢独 ､t/A_した公正な裁判｣を通 じては じめて実現可能 となると考えられる｡そ礼









邦訳は,L朋的)父二郎他桐 『Exj際人権条約 ･'L,_-告tiil[第 1坂]』(来信堂1994年)395396如 二よる,
7)米州人権条約 (1969年採汎 1978年発効)8条1鎖は次のように規定Lている｡｢すべて人は,































の言及は,条約 6条 1項の中でも ｢裁判所へのアクセス権｣に限定されたものと解し得る
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告を申し_､ンて たが, 破穀院判決 (1986年6118日)においてt]:tT.は受坪不能であると判断
された25)｡そこで巾_tLr.人は条約6条1項と3項(b)26)の違反を申し二17_て,次のように主張Lたし





























ころが大きいように思われるO すなわち.本作では, 6条 1項単独で判決理由記載義務が
派生するのか1,<かは明らかにはされていないと評することかできる｡




































































開 法 (55- 2)404
ることを認めている3R)oなお,このFoucher事件では見解提示権は6条1項と3項を組み
合わせた 卜で認められる権利とされていたが 9㌧条約6条 1項に限定して見解提示権を導き
出した例としてDulaurans事件 (2000年 3月21D)がある｡本件では,｢条約 6条 1項は,
自らの事案に関連すると考える見解を訴訟に1,･いて提示する権利を包含している｣と述べ
られている40)Q













































































らのうちの幾つかは6条 1項C7)文岩自体に友ILている｣52㌧すなわち,条約 6条 1項にし､う
｢裁判所｣ という概念には,そもそも ｢公判咋｣ という要素か不DJ欠であると考えられて
いるのであるo
裁判｣(un proces equitable)を受ける権利の実現には ｢公平な裁判所｣(un tribunal
impartial)による審理がイく可欠なものとされているJ二の/.ウニにつき,欧州人権裁判所の判
例上 ｢公平性｣(1'impartialite)の概念は主観的要件と客観的要件という2つの要素を総





































































































































同 法 (55- 2)398











































































開 法 (55- 2)396
理由が付されていない場合であっても,条約6条1項に違反しない場合があり得る77㌔例え










































































岡 法 (55- 2)394
政最高裁は下級審の判断を ｢単に承認するに止まっていか ､｣と判断され,それ故,判決
理由記載義務に違反しないと判断されているのである｡この判断基準はその後,Jokela事

































































Balani事件 (1994年12月9u判決)と RuizTorija事件 (1994年12月9口判決)という



















































て条約 6条 1耳i違反を主張したか,欧州人権裁判lJHま ｢それらのl土日Jl]法規定のうちの幾つ
かは明らかに効果のない (inuperantes)ものであ-'た｣と述べ,｢破較院は申立人の決定的














































































条約 6条 1項の違反を認延 しているのである()この判決において注意すべきは次の2点で
ある,第1に,判決理山記載義務の履行を審査する際に,欧州人権裁判所は不可避的に図
1^l裁判所の判断坪山を検討 し,これに対 LてtJl身の抑 両を下すことによって‖6)｢判断の誤
り｣の冶一触を特起せさるを得ず.その粍凪 国内裁判Tt-Jtに対する強度のコン トローlレを実


























































































九 卜分』と 『･H'-仰の余地』との関係を中心に-｣社会システム研究3号 (200O年)227-245頁o佐藤
号 (1987年)55-93頁o特に前田に,｢明糾二根拠ノト十分｣要作を含む粂約35条3項につき,｢具体
的な内容が明記されておらず,事件の個別的事情に即Lた判断をすることができるようになって
いるoLかLながらその)丈ifTl,明確て一律的な適用甚準がなく,小法廷における裁判官の新釈に
よっては,異なる結架をもたらすとい:)脆弱さすJ併せ持つことになるJと指摘している(228頁)O
